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地方一般財源総額の確保についての提言 

 

政府は、「財政健全化の「旗」を下ろさず、長期を見据えた一貫性のある経済財政

政策の方向性を明確に示す」ことや「2025年度から 2026年度を通じて、可能な限

り早期の国・地方を合わせた PB黒字化を目指す」ことを「骨太方針 2025」に盛り

込んでおり、地方一般財源総額については、「2024年度地方財政計画の水準を下回

らないよう実質的に同水準を確保」するとしている。 

しかしながら、増え続ける社会保障関係経費や、国の法令等の関与が存在するな

どの理由により義務的に発生する経費が地方の歳出の大部分を占めており、地方が

自主的に使途を決めて使える財源は限られている。 

 物価高騰が長期化する中、義務的に支出する給与関係経費の増大等の影響によ

り、地方財政は依然として予断を許さない状況にある。 

 引き続き、こども・子育て支援の強化をはじめ社会保障の充実等、東京一極集中

の是正、国土双眼型構造への転換、地域の経済・雇用対策、防災・減災対策やデジ

タル化の推進など、喫緊の地域課題に機動的に対応していく必要があることから、

次のとおり提言する。 

 

 

１ 地域課題に機動的に対応できるよう、今後の社会保障関係経費の増加など地方

の財政需要を地方財政計画に的確に反映し、必要な地方一般財源総額を確保するこ

と。 

  長引く物価高騰への対応に加え、所得税の負担が生じる壁（年収の壁）の見直

し及びいわゆる「ガソリンの暫定税率」の廃止に当たっては、地方の財政運営に支

障が生じないよう、適切な財政措置を講じること。 

 

２ 令和７年度地方財政計画では、臨時財政対策債は制度創設以来初めて新規発行

額が計上されないことになり、残高も大きく縮減しているものの、依然として 1.1

兆円もの財源不足が生じていることから、地方交付税の法定率引上げにより臨時財

政対策債に依存することなく地方交付税総額を確保すること。 
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